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3月16日の米国株式市場の下落について
前日の緊急利下げも、投資家の不安心理を払拭できず
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2020年3月17日

景気の先行き不透明感強まり、リスク回避や現金化の動きが加速
3月16日（現地、以下同様）の米国株式市場は、NYダウ、S&P500、ナスダック総合の主要3指数が、

いずれも12％前後下落しました。下落の要因としては、（1）ニューヨーク市でレストランの運営制限や
公立学校の休校が発表されるなど、新型コロナウイルスへの対応で経済活動の制限が強まったこと、
（2）トランプ大統領が新型コロナウイルスの流行が7-8月まで続く可能性や、景気後退の可能性に言及し
たこと、（3）3月のNY連銀製造業景況指数が2009年以来の水準に急低下し、経済への悪影響が材料を
伴って示されたこと、などが考えられます。このような状況を受け、投資家の景気に対する先行き不安が
強まり、また当面の手元資金を確保しようという動きなども加わり、株式市場への売り圧力が大幅に強
まったとみられます。

足元の株式市場は、新型コロナウイルス問題の経済への影響を冷静に評価するというよりは、不安心理
や現金確保の動き、下落トレンドに追随する動きなどで左右されているように見受けられます。欧米で新
型コロナウイルスの感染拡大が続いている間は致し方ないでしょう。しかし、欧米でも大規模な移動制限
など感染拡大抑制策が本格的に実施され始めたことで、いずれ感染拡大ペースの鈍化がみられると考えら
れます。その際は、冷え込んだ投資家心理が急速に回復する可能性もあると思われます。

（出所）ブルームバーグ

（2016年1月初～2020年3月16日）

米国の株価指数と長期金利
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金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第50号

投資信託のお申込みにあたっては、お申込み金額に対して最大3.85％（税込み）の購入時手数料をいただきます。
また、換金時に直接ご負担いただく費用として、換金時の基準価額に対して最大0.5％の信託財産留保額をご負

担いただく場合があります。投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用として、国内投資信託の場合
には、信託財産の純資産総額に対する運用管理費用（信託報酬）（最大2.42％（税込み・年率））のほか、運用成

績に応じた成功報酬をご負担いただく場合があります。また、その他の費用を間接的にご負担いただく場合があ
ります。外国投資信託の場合も同様に、運用会社報酬等の名目で、保有期間中に間接的にご負担いただく費用
があります。

投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象とするため、当該資産の市場にお
ける取引価格の変動や為替の変動等により基準価額が変動します。従って損失が生じるおそれがあります。投
資信託は、個別の投資信託ごとに、ご負担いただく手数料等の費用やリスクの内容や性質が異なります。また、
上記記載の手数料等の費用の最大値は今後変更される場合がありますので、ご投資にあたっては目論見書や
契約締結前交付書面をよくお読みください。
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資本金 30億円

主な事業 金融商品取引業

設立年月 平成11年4月

電話番号 03-3561-4100（代表）

金融商品取引業者の概要

金融商品仲介業者の概要
外務員が所属する金融商品仲介業者の「広告等補完書面」をご確認ください。

投資信託の手数料等およびリスクについて
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